	眼鏡小売


  年間購買人口の減少や競争激化による平均単価の下落などから、この数年の売上高は減少が続いている。相次ぐ新業態の参入で、中小小売店の経営環境は一層厳しい状況にある。
　デフレ経済の下で、眼鏡の購買優先順位は必ずしも高いとはいえず、回復の出口が見えにくくなっている。中小小売店では、コンサルティングセールスを基本に自社の強みを明確にすることが重要になっている。

　業界の概要
　眼鏡小売業には眼鏡のみを扱う専門店と、時計や宝飾品などとともに扱う兼業店がある。後者については、これらの商品が①流行やファッション動向の影響を受けやすいこと、②入学、結婚などライフサイクルと販売の関係が強いことなどから、兼業形態が多く見られたが、消費者ニーズの高度化に伴って、現在では各商品分野での専門店化が進んでいる。眼鏡の流通の特徴は、製品を構成するフレームとレンズが別々に流通し、小売店内で検眼、加工、調製されてようやく商品が完成することである。

  大阪の眼鏡産業の歴史は古く、明治時代に大阪市生野区田島地区と岸和田市下松地区に形成された。大阪は眼鏡の生産地であるとともに、大規模消費地でもあることから、眼鏡製造業だけでなく眼鏡卸売業や眼鏡小売業が集積した。
　従来、眼鏡小売業は検眼・加工技術を持ち、高いマージンを確保していた。しかし、昭和50年代に大型量販店が登場し、競争が激化したことによって一般小売店を中心に小売店舗数が減少した。さらに、平成13年には海外から安価なフレームとレンズを直接仕入れ、店頭価格（フレームとレンズ合計）が原則5,000、7,000、9,000円で販売する新しい業態の小売店（スリープライスショップ）が参入し、価格競争がより激化した。
  その後も、競合他社が同様の業態転換を通じて低価格商品を相次いで投入したことから、眼鏡が安価で購入できるという印象を消費者に与え、中小小売店の経営環境がますます厳しい状況に置かれることとなった。
  大阪の地位 
  統計で眼鏡のみを扱う小売業を把握することはできないが、平成19年の時計・眼鏡・光学機械小売業の事業所数は1,415、従業者数は4,949人、年間販売額は720億円である（経済産業省『商業統計表』、業態別統計編、平成19年）。対全国シェアはそれぞれ、6.9％、6.8％、7.4％である。主要な都府県と比較すると、事業所数と従業者数は東京都に次いで２位、年間商品販売額は東京都と愛知県に次ぐ３位である。
  売上高は軒並み減少
  大阪眼鏡専門小売協同組合によると、25年ほど前には業界全体の売上高が6,000億円を超え、１兆円の大台も近いと思われていた。しかし、購買人口の減少や競争激化による平均単価の下落などから、この数年は８～９％の減少が続いており、平成21年は4,000億円を下回った（眼鏡のみ、チェーン店は含まず）。
  ヒアリング企業でも、最近１年間の売上高は軒並み前年比で数％の減少となっている。この背景には景気低迷に加え、大手チェーン店による出店攻勢や、市場におけるワンプライスショップ（均一価格での販売）など新業態の浸透による客単価の下落がある。
  通常、業界では新学期やサングラスの需要が多い４～９月に、年間売上高の約６割が集中するといわれるが、本年の７～９月期は猛暑の影響が大きく、８月を中心に売上高が伸び悩んだとの声が多かった。
  消費意欲は減退傾向
  平成13年に端を発した大手チェーン店による新業態の導入により、眼鏡の販売単価低下が続いている。ワンプライスショップが登場して間もない18年には、平均販売単価は３万円弱だったが、近年はフレームとレンズのセット商品が１万６千円程度に下落している。こうした低価格戦略により、眼鏡は２万円以下で購入できるというイメージが消費者に定着してしまい、客単価の下落を招いている。最近１年では、前年比で10～20％下落した中小小売店もみられ、他店で購入した廉価品の調整やレンズのみの交換を依頼する顧客も増えるなど、消費意欲の停滞がうかがえる。
  一方、ある小売店では、眼科処方箋の取扱が多い今春発売の遮光レンズを使った３万円台の眼鏡を重点的に販売することで、22年７～９月期の売上高が前年同期比で増加した。まぶしさを抑えつつ、明るい視界を確保できて疲れにくいというレンズの特徴を理解してもらうために、店頭のサンプルで顧客に体験させ、商品価値の訴求に努めたという。
  使いやすさや品質を重視した仕入れ
  数千円と数万円の眼鏡の違い、つまり、眼鏡の良さは使い続けて分かるものであり、とりわけ中小小売店にとっては、地道に消費者へＰＲするしかないようである。一般的な眼鏡小売店では、ブランドごとに商品を陳列することが多いが、ヒアリング企業においてはブランドよりも使いやすさ、品質（金型精度など）、材質を重視した仕入を心掛けるなど、小売店ごとに商品へのこだわりがうかがえる。
　設備投資は消極的
  旺盛な出店計画に基づき、大規模な設備投資が実施されている大手チェーン店に対して、中小小売店では移転に伴う内装工事、レンズ加工機などの購入といった投資にとどまり、それほど目立った動きはない。視力検査装置のような機械の技術進歩はあるものの、検査の方法は変わらないことから、故障しない限り積極的に更新することは少ないようである。
  雇用は欠員補充程度
  大手チェーン店では、新規出店に伴う新規採用が見込まれるが、中小小売店では欠員補充のための採用がほとんどである。なお、当業界は店内でレンズとフレームを顧客の特性に合わせて加工・調製する高度な専門知識や技術が求められる。このため、一定の経験を積まなければならず、他業種のようにパート・アルバイトの比率を高めることは難しい。
　収益は厳しい
  客単価の下落や来客数の減少などから、収益面は厳しい状況が続いている。こうしたなか、ある小売店ではテナント賃料の値下げ交渉などにより、コスト削減を図っている。
　現在のような価格競争が続けば、業界全体の収益環境が一層悪化し、品質の悪い商品が流通する悪循環に陥る可能性も考えられる。消費者により良い商品を提供することが業界の使命であることから、適正な品質と価格について消費者の理解を求めていく必要がある。
  今後の見通し

  デフレ経済の下で、眼鏡の購買優先順位は必ずしも高いとはいえず、景気回復の出口が見えない状況である。業界でも、景気や消費者の動向を見極めながら経営方針を立てるとする小売店が多い。
　一部には、インターネット販売を行う小売店もみられるが、中小小売店では対面によるコンサルティングセールスが重要であるとの声も少なくない。豊富な知識と技術によって顧客が満足する商品を提供すべく、平成13年に創設された「認定眼鏡士制度」の一層の普及が望まれよう。

  ある小売店では、補聴器を扱うとともにこれまで未開拓の市場であった介護関連施設への販売を強化する動きもみられた。このように、社会情勢や商圏特性などを改めて見つめ直し、自社の強みを発揮できる分野を明確にすることが、生き残りの鍵を握ると考えられる。
（山本 敏也）
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大阪府 1,415 6.9 4,949 6.8 71,989 7.4

東京都 2,059 10.1 8,697 12.0 183,273 18.8

神奈川県 1,030 5.0 4,359 6.0 62,561 6.4

愛知県 1,121 5.5 4,384 6.0 72,884 7.5

全国 20,410 － 72,634 － 972,650 －

資料：経済産業省『商業統計表』、産業編

事業所数 従業者数 年間商品販売額

表1　　  　主要都府県別  時計・眼鏡・光学機械小売業（平成19年）
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